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1. 序論 

 福井県と石川県では，2020 年以降に最大震度が 5 弱以上の地震が複数回発生しており，軽微ながらも構造

物などに被害が生じている．特に 2022 年 6 月 19 日に石川県能登地方で発生した気象庁マグニチュード 5.4

の地震では，珠洲市正院町で最大震度 6 弱を記録した．一方，震度 6 弱を記録した珠洲市正院町の地震観測

点周辺では，大きな被害がなかった 1)ことから，この地点，固有のサイト特性の影響で大きな震度階が観測

された可能性も考えられる．本研究では，このような地震観測点固有のサイト特性を把握するために，主に

福井県と石川県の地震観測点，震度観測点を対象に，計測震度に関するサイト特性である震度増分を評価し

た．また，表層 30m の平均 S 波速度と震度増分の関係を調べた． 

 

2. 解析データ 

 図-1 に解析対象地震の震央と地震観測点，震度観測点の分布を示す．解析対象地震は 2000 年～2022 年に

福井県，石川県とそれら周辺地域で発生した 13 地震であり，気象庁マグニチュード𝑀௃ெ஺は 5.0～6.9 である．

地震観測点の内訳は気象庁 18 地点，K-NET31 地点，KiK-net13 地点，福井県 30 地点，石川県 19 地点の計 111

地点である．計測震度は，気象庁と自治体は地震・火山月報（防災編）の値 1)を利用し，K-NET，KiK-net

は公開されている地震波形 2)から求めた．震度データの選定にあたり，解析対象とした観測点の震源距離の

上限を，𝑀௃ெ஺が 6.0 未満の地震は 80km，6.0 以上の地震では福島・田中の距離減衰式 3)から計算される最大

地動加速度が 10cm/s2 以上となる震源距離とした．震源距離に関する選定条件のもと，3 つ以上の地震でデー

タが得られた地震観測点，震度観測点のデータを抽出した結果，解析に用いた震度データ数は 572 となった． 

 

3. 震度増分の評価 

 震度増分は以下の距離減衰式を回帰分析によって求めることにより，評価した． 

 

𝐼௜௝ = 𝑐ଵ௜ − logଵ଴𝑋௜௝ + 𝑐ଶ𝑋௜௝ + 𝑑𝐼௝               (1) 

 

𝐼௜௝はi番目の地震におけるj番目の観測点の計測震度，𝑐ଵ௜はi番目の地震の震源に依存する係数，𝑋௜௝はi番目の地

震におけるj番目の地震観測点の震源距離(km)である．𝑐ଶは距離減衰に関する係数，𝑑𝐼௝はj番目の観測点の震

度増分である．右辺第2項の幾何減衰項は，片岡他4)を参考に震源距離80kmを境に変化させた．また，回帰分

析の際は既往研究5)で地震基盤相当の層（𝑉௦ = 3100m/sの層）までの地盤構造が同定されているKiK-net永平

寺（FKIH01）を基準観測点に定め，この地点の地震基盤相当の層における𝑑𝐼௝を0として，拘束条件とした．

地震基盤相当の層の𝐼௜௝は既往研究で求めた地盤情報5)に基づいて，はぎ取り解析で求めた地震波形から計算

した． 

図-2に解析の結果，得られた各地点の震度増分の分布を，0.5未満，0.5～1.0，1.0～1.5，1.5以上に分類して

示した．震度増分の範囲は，－0.05～1.88であり，算術平均値は0.97であった．震度増分が1.5以上の地点は，

福井県の嶺北地方で2地点，嶺南地方で3地点，石川県では能登地方で7地点あり，2022年6月19日の地震で震

度6弱を記録した珠洲市正院町（K-NET正院）は1.60という高い値であった． 
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図-1 震央と観測点の分布           図-2 震度増分分布           図-3 𝑉ௌଷ଴と𝑑𝐼の関係 

（★：震央，〇：気象庁，●：自治体，  （●：0.5 未満，●：0.5～1.0， 

△：K-NET，▲：KiK-net）        ●：1.0～1.5，●：1.5 以上） 

 

4. 平均 S 波速度と震度増分の関係 

 続いて，表層 30m の平均 S 波速度𝑉ௌଷ と震度増分𝑑𝐼の関係を調べた．今回，解析対象とした K-NET 観測

点では，地表から深さ 10～20m までしか S 波速度の情報が公開されていないため，経験式 6)によって，𝑉ௌଷ଴を

評価した．KiK-net観測点は公開されている PS 検層から𝑉ௌଷ を評価し，気象庁と自治体観測点の𝑉ௌଷ は J-SHIS7)

で公開されている表層地盤データの値を用いた．図-3 に平均 S 波速度𝑉ௌଷ଴と震度増分𝑑𝐼の関係を示す．図中

の赤い実線は，𝑉ௌଷ଴の常用対数値と𝑑𝐼の関係を回帰分析で求めた結果，得られた式から求めたものである．

また，図中の R は回帰分析の際に得られた相関係数である．図-3 から分かるように，平均 S 波速度𝑉ௌଷ଴と震

度増分𝑑𝐼の関係にばらつきが見られるものの，全体としては𝑉ௌଷ଴と𝑑𝐼に相関関係が見られた． 

 

5. 結語 

 本研究では，福井県と石川県の地震観測点，震度観測点を中心に，各観測点の震度増分を評価するととも

に，表層 30m の平均 S 波速度との関係を調べた．解析の結果，震度増分が 1.5 以上の地点は，福井県では 5

地点，石川県では 7 地点あった．また，表層 30m の平均 S 波速度と震度増分は，ばらつきがあるものの，相

関関係が見られた．ただし，KiK-net 観測点以外は，直接的に𝑉ௌଷ଴を求めていないことから，今後，微動アレ

イ観測などにより，𝑉ௌଷ଴を再評価し，震度増分との関係を再度，検討する予定である． 
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